
 

使 用 前 確 認 申 請 書 

 

関 原 発 第３１３号 

２０２３年 ８月３１日 

原子力規制委員会 殿 

大阪市北区中之島３丁目６番１６号 

関 西 電 力 株 式 会 社 

執 行 役 社 長  森  望 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「法」という。）第４３条の３の１１

第３項の規定により次のとおり使用前事業者検査の確認を受けたいので申請します。 

氏名又は名称及び住所並びに法人にあっ

ては、その代表者の氏名 

名 称  関西電力株式会社 
住 所  大阪市北区中之島３丁目６番１６号 
代表者の氏名 執行役社長 森 望 

発電用原子炉施設の設置又は変更の工事

に係る工場又は事業所の名称及び所在地 

名 称  高浜発電所 

所在地  福井県大飯郡高浜町田ノ浦 

申請に係る発電用原子炉施設の概要 

高浜発電所第１号機 
発電用原子炉施設に係るもの 

放射性廃棄物の廃棄施設 

気体、液体又は固体廃棄物貯蔵設備 

気体、液体又は固体廃棄物処理設備 

放射線管理施設 

生体遮蔽装置 

その他発電用原子炉の附属施設 

火災防護設備 

火災区域構造物及び火災区画構造物 

法第４３条の３の９第１項若しくは第２
項の認可年月日及び認可番号又は法第４
３条の３の１０第１項の規定による届出
をした年月日 

設計及び工事の計画の認可年月日及び認可番号 

令和５年３月６日 原規規発第 2303063 号 

使用前確認を受けようとする使用前事業

者検査に係る工事の工程、期日及び場所 
別紙のとおり 

申請に係る発電用原子炉施設の使用の開

始の予定時期 
２０２５年 ８月 

  



 
第一期工事 

原子炉本体に係る工事の場合であって、原
子炉本体を試験のために使用するとき、又
は発電用原子炉施設の一部が完成した場
合であって、その完成した部分を使用しな
ければならない特別の理由があるときに
あっては、その使用の期間及び方法 

 
対象施設の概要 
高浜発電所第１号機 
放射性廃棄物の廃棄施設 
気体、液体又は固体廃棄物貯蔵設備 
廃棄物貯蔵庫 
・外部遮蔽壁保管庫（１・２・３・４号機
共用） 

放射線管理施設 
生体遮蔽装置 
補助遮蔽 
・外部遮蔽壁保管庫（１・２・３・４号機
共用） 

その他発電用原子炉の附属施設 

火災防護設備 
火災区域構造物及び火災区画構造物 
・外部遮蔽壁保管庫（１・２・３・４号機
共用） 

 
使用の期間 
自：２０２３年９月２９日 
至：令和５年３月６日 原規規発第 2303063 号をも

って認可を受けた設計及び工事計画に係る発電
用原子炉施設に対する法第４３条の３の１１第
３項に基づく使用前確認証交付日 

 
使用の方法 
 高浜発電所第１号機（第２号機を含む。）の減容バ
ーナブルポイズン保管場所変更工事を進めるために、
現在、Ｂ蒸気発生器保管庫に保管されている１号機の
蒸気発生器取替工事等で発生したコンクリート等の外
部遮蔽壁保管庫への移動を行う必要があることから、
一部工事が完了した外部遮蔽壁保管庫（１・２・３・
４号機共用）を令和５年３月６日 原規規発第
2303063 号をもって認可を受けた設計及び工事計画に
係る発電用原子炉施設に対する法第４３条の３の１１
第３項に基づく使用前確認証交付日まで使用する。 
なお、使用にあたっては原子炉施設保安規定に基づ

き使用する。 
 

 

  



 

（続き） 
第二期工事 

原子炉本体に係る工事の場合であって、

原子炉本体を試験のために使用すると

き、又は発電用原子炉施設の一部が完成

した場合であって、その完成した部分を

使用しなければならない特別の理由があ

るときにあっては、その使用の期間及び

方法 

 
対象施設の概要 
高浜発電所第１号機 
放射性廃棄物の廃棄施設 
気体、液体又は固体廃棄物貯蔵設備 
廃棄物貯蔵庫 
・Ｂ蒸気発生器保管庫（１・２・３・４
号機共用） 

気体、液体又は固体廃棄物処理設備 
固体状の放射性廃棄物の運搬用容器 
・減容バーナブルポイズン運搬用容器
（１・２号機共用） 

放射線管理施設 
生体遮蔽装置 
補助遮蔽 
・Ｂ蒸気発生器保管庫（１・２・３・４
号機共用） 

 
使用の期間 
自：使用しようとする発電用原子炉施設のうち、

一部使用しようとする範囲に係る法第４３条
の３の１１第３項の使用前確認が終了した時 

至：令和５年３月６日 原規規発第 2303063 号を
もって認可を受けた設計及び工事計画に係る
発電用原子炉施設に対する法第４３条の３の
１１第３項に基づく使用前確認証交付日 

 
使用の方法 
 高浜発電所第１号機（第２号機を含む。）の減容
バーナブルポイズン保管場所変更工事を進めるため
に、現在、使用済燃料ピットで貯蔵している減容バ
ーナブルポイズンを減容バーナブルポイズンの運搬
用容器へ収納、減容バーナブルポイズン運搬用容器
のＢ蒸気発生器保管庫へ運搬、Ｂ蒸気発生器保管庫
で保管を行う必要があることから、一部工事が完了
したＢ蒸気発生器保管庫（１・２・３・４号機共
用）及び減容バーナブルポイズン運搬用容器（１・
２号機共用）を令和５年３月６日 原規規発第
2303063 号をもって認可を受けた設計及び工事計画に
係る発電用原子炉施設に対する法第４３条の３の１
１第３項に基づく使用前確認証交付日まで使用す
る。 
なお、使用にあたっては原子炉施設保安規定に基

づき使用する。 
 

 

（手数料 金 ５９３，５００円） 

添付資料－１：工事の工程に関する説明書 

添付資料－２：工事の工程における放射線管理に関する説明書 

添付資料－３：施設管理の重要度が高い系統、施設又は機器に関する説明書 

添付資料－４：使用又は試験使用を必要とする理由を記載した書類 

  



別紙 

 

使用前確認を受けようとする使用前事業

者検査に係る工事の工程、期日及び場所 

工事の工程 

 構造、強度又は漏えいに係る検査（表１） 

 期日 自 ２０２４年１０月 

    至 ２０２５年 ８月 

 場所 三菱重工業株式会社 パワードメイン原子力

事業部二見工場（兵庫県明石市二見町南二見） 

工事の工程 

 工事完了時の検査（表７） 

 期日 自 ２０２３年 ９月 

    至 ２０２５年 ８月 

 場所 高浜発電所 

三菱重工業株式会社 パワードメイン原子力

事業部二見工場（兵庫県明石市二見町南二見） 

工事の工程 

 品質マネジメントシステムに係る検査（表９） 

 期日 自 ２０２３年 ９月 

    至 ２０２５年 ８月 

 場所 高浜発電所 



添付資料－１ 

工事の工程に関する説明書 

 

年月 

項目 

2023 年 2024 年 2025 年 

9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 

減容バーナブル 

ポイズン保管場所 

変更工事 

                        

 

使用前事業者検査（表 7） 

使用前事業者検査（表 9） 

使用前事業者検査（表 1） 

工事期間（第二期） 

 
工事期間 
（第一期） 

 



 

添付資料－２ 

 

工事の工程における放射線管理に関する説明書 

 
 
１．検査に伴う放射線管理 

（１）検査に係る作業区域の区画及び汚染拡大防止 

a.  管理区域内においては、表面汚染密度等の環境条件に応じて、適切な汚染拡大防止策をとる。 
（２）検査中の放射線管理 

   検査中は放射線管理専任者が、検査を行う者に対して適切な被ばく管理を行う。 

（３）個人被ばく管理 

   被ばく線量はガラスバッジ及び警報付デジタル線量計を用いて測定する。 

 

２．検査場所の区域区分 

（１）汚染区分 

a.  外部遮蔽壁保管庫（１・２・３・４号機共用） 

      Ａ区域 汚染のおそれのない区域 

 

b.  Ｂ蒸気発生器保管庫（１・２・３・４号機共用） 

Ａ区域 汚染のおそれのない区域 

 

（２）線量当量率区分 

a.  外部遮蔽壁保管庫（１・２・３・４号機共用） 

  １区域 0.1 mSv/h以下の区域 

 

b.  Ｂ蒸気発生器保管庫（１・２・３・４号機共用） 

 ２区域 0.1mSv/hを超え1ｍSv/h以下の区域 

 

３．管理区域検査場所図 

  別添参照 
 
 
 
 



 

 

検 査 場 所 図 

 

 

 

 

 

高浜発電所第１号機 外部遮蔽壁保管庫 １階 
 
 
  

別 添 

：検査場所 



 

 
 
 

 

 

 

 

高浜発電所第１号機 外部遮蔽壁保管庫 ２階 
 
 

：検査場所 



 

 
 
 
 

 

高浜発電所第１号機 B 蒸気発生器保管庫 

 

 

  

 

：検査場所 



 

添付資料－３ 

 

施設管理の重要度が高い系統、施設又は機器に関する説明書 

 
  発電用原子炉施設における施設管理の重要度は、法第４３条の３の９第１項の規定に基づく設

計及び工事の計画における、「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」等に従い、原子炉

施設の安全上の重要性に応じ、下表「グレードの区分」に従い管理を行う。 

 

重要度 グレードの区分 

原子炉施設 

〇クラス１の設備に係る工事 

〇クラス２の設備に係る工事 

〇クラス３の設備及びその他設備のうち、発電への影

響度区分が「その故障がプラント稼働にほとんど影

響を及ぼさない設備」を除く設備に係る工事 

Ａクラス 

又は 

Ｂクラス 

〇上記以外の設備に係る工事 Ｃクラス 

原子炉施設

のうち 

重大事故等

対処施設 

○特定重大事故等対処施設 

○重大事故等対処設備（常設設備） 
ＳＡ常設 

○重大事故等対処設備（可搬設備） 

ＳＡ可搬（工事等含む） 

又は 

ＳＡ可搬（購入のみ） 

 

本申請において使用前確認を受けようとする対象施設のうち、重要度が高い機器はない。 

  



 

 

 
 

使用又は試験使用を必要とする理由を記載した書類 

 
 

使用を必要とする理由（第一期工事） 
 

高浜発電所第１号機（第２号機を含む。）の減容バーナブルポイズン保管場所変更工事は、使
用済燃料ピットに貯蔵している減容バーナブルポイズンを減容バーナブルポイズン運搬用容器に
順次収納し、Ｂ蒸気発生器保管庫に運搬・保管する計画としている。 
この減容バーナブルポイズンは、新規制基準対応前においては、使用済燃料ピット内に設置し

ていた専用の保管ラックで貯蔵していたが、隣接している使用済燃料ピット内の燃料ラックへの
地震時の波及的影響を考慮して、減容バーナブルポイズン専用の保管ラックを撤去し、撤去に伴
って減容したバーナブルポイズンを専用保管ラックから燃料ラックに一時的に仮置きしている状
態であることから早期に仮置き状態を解消する必要がある。また、これにより、使用済燃料ピッ
ト容量の確保につながることとなる。 
 
減容バーナブルポイズン保管場所変更工事を進めるために、減容バーナブルポイズン運搬用容

器をＢ蒸気発生器保管庫に保管することとなるが、現在、Ｂ蒸気発生器保管庫には、第１号機の
蒸気発生器取替工事等で発生したコンクリート等を保管しており、Ｂ蒸気発生器保管庫で減容バ
ーナブルポイズン運搬用容器を保管するためには、これらの廃棄物を外部遮蔽壁保管庫へ移動し
減容バーナブルポイズン運搬用容器を保管するスペースを確保する必要がある。なお、廃棄物の
外部遮蔽壁保管庫への移動に関しては、３号機及び４号機共用の蒸気発生器保管庫設置工事に係
る準備作業（敷地造成）と作業が干渉することから、工事が完了した後、速やかに使用する必要
がある。 
 
よって、一部工事が完了した外部遮蔽壁保管庫（１・２・３・４号機）を使用しながら工事を

進める必要があり、令和５年３月６日原規規発第 2303063 号をもって認可を受けた設計及び工事
計画に係る発電用原子炉施設に対する法第４３条の３の１１第３項に基づく使用前確認証交付日
まで使用する。 
なお、使用にあたっては原子炉施設保安規定に基づき使用する。 

 
 
対象とする設備を下表に示す。 

発電用原子炉施設の種類 設備名 

放射性廃棄物の廃棄施設 気体、液体又は固体廃棄物貯蔵設備 
廃棄物貯蔵庫 
・外部遮蔽壁保管庫（１・２・３・４号機共用） 

放射線管理施設 生体遮蔽装置 
補助遮蔽  
・外部遮蔽壁保管庫（１・２・３・４号機共用） 

 

その他発電用原子炉の附属施設 
火災防護設備 

火災区域構造物及び火災区画構造物 
・外部遮蔽壁保管庫（１・２・３・４号機共用） 

 

 

添付資料－４ 



 

 
使用を必要とする理由（第二期工事） 
 

高浜発電所第１号機（第２号機を含む。）の減容バーナブルポイズン保管場所変更工事は、使
用済燃料ピットに貯蔵している減容バーナブルポイズンを減容バーナブルポイズン運搬用容器に
順次収納し、Ｂ蒸気発生器保管庫に運搬・保管する計画としている。 
この減容バーナブルポイズンは、新規制基準対応前においては、使用済燃料ピット内に設置し

ていた専用の保管ラックで貯蔵していたが、隣接している使用済燃料ピット内の燃料ラックへの
地震時の波及的影響を考慮して、減容バーナブルポイズン専用の保管ラックを撤去し、撤去に伴
って減容したバーナブルポイズンを専用保管ラックから燃料ラックに一時的に仮置きしている状
態であることから早期に仮置き状態を解消する必要がある。また、これにより、使用済燃料ピッ
ト容量の確保につながることとなる。 
 
減容バーナブルポイズン運搬用容器は、遮蔽機能を有する金属製の頑丈な容器であり、減容バ

ーナブルポイズンの貯蔵に際しては水を使用せず、容器の金属にて放射線の遮蔽が可能な安全性
に優れた貯蔵方法であることから、使用済燃料ピットに貯蔵されている減容バーナブルポイズン
を運搬用容器に収納し、Ｂ蒸気発生器保管庫で恒常的に保管することは、高浜発電所全体の安全
性向上に寄与するものである。 
 
よって、一部工事が完了したＢ蒸気発生器保管庫（１・２・３・４号機共用）及び減容バーナ

ブルポイズン運搬用容器（１・２号機共用）を順次使用しながら工事を進める必要があり、令和
５年３月６日原規規発第 2303063 号をもって認可を受けた設計及び工事計画に係る発電用原子炉
施設に対する法第４３条の３の１１第３項に基づく使用前確認証交付日まで使用する。 
なお、使用にあたっては原子炉施設保安規定に基づき使用する。 

 
 
対象とする設備を下表に示す。 

発電用原子炉施設の種類 設備名 

放射性廃棄物の廃棄施設 気体、液体又は固体廃棄物貯蔵設備 
廃棄物貯蔵庫  
・Ｂ蒸気発生器保管庫（１・２・３・４号機共用） 
 

気体、液体又は固体廃棄物処理設備 
 固体状の放射性廃棄物の運搬用容器 

・減容バーナブルポイズン運搬用容器（１・２号機共用） 

放射線管理施設 生体遮蔽装置 
補助遮蔽 
・Ｂ蒸気発生器保管庫（１・２・３・４号機共用） 

 


